平成23年度第3回「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会　議事概要（案）

１．日　時：平成24年1月16日（月）16:00～19:00

２．場　所：さいかくホール
３．出席者：松村委員長、阿部委員、小杉委員、千木良委員、深町委員、矢守委員、

岡本オブザーバー、計7名
　　　　　　箕面市、高槻市、交野市、八尾市、富田林市、河内長野市、和泉市、泉南市、計8市
　　　　　　事務局：大阪府
４．概　要：〔以下、○委員等　□市町村　●事務局〕

(1)全国の警戒避難事例等
○平成11年の広島災害の教訓から得られた土砂災害防止法が究極の法律であり、警戒区域、特別警戒区域を指定することにより、命が確実に助かっている。土砂災害防止法の指定区域で危険が周知されていたため、スムーズに避難されて、その後に土石流が起きて難を逃れた事例がある。
○行政側は大変だと思うが、法に則って、警戒避難体制を整備するべき。自治体によって命を守る格差があってはならない。
○行政側は情報を提供し、その情報を基に住民が考えて、自分の命は自分で守るという能動的な自助の考えを醸成していく必要がある。ソフト対策の基本というのは自分がどういう環境に住んでいるかを知っていることと、災害の特性を知るということ。

○小学校の教育も非常に大事。「地域の防災リーダーを何人まで作る」、「ここまでの小学校の全部に防災教育をやる」というアクションプログラムがぜひ必要。啓発活動、教育活動を小さい時からやっていくが必要。
(2)土砂災害防止法に基づく区域指定について

○命を守ることについて住民が主体的に考えていただかなければならないことと、もう一方で、区域指定に反対な意見もうなずけることではある。そのバランスというか難しい判断を、住民と行政と一緒に考えていかなければならないと思う。

区域指定に反対意見が出た時に、どのような説明をしているのか。
●土砂災害対策の現状と土砂災害防止法の趣旨をご理解いただくように説明をしている。
また、地区版のハザードマップ作成を土砂災害防止法の区域指定の説明と絡めて実施した事例では、危険な箇所があり、どのように行動すべきかを行政と地元が一緒にやっていくことで非常に円滑に進んだ例もある。このような取り組みを、他の市町村にも広げていければと考えている。

○地価の下落で反対されている地元にはどのように説明しているのか。
○そこはもともと危ない地域であり、指定したから危なくなった訳ではないので、地価の下落はないということで説明している。ただし、実勢価格としては、いやそんなことはないだろうという話もでているのは事実。
○土砂災害防止法の区域指定を実施したうえで、警戒避難体制の整備をしないといけないと法律的になっているのか、それとも区域指定とは関係なくハザードマップの作成や警戒避難体制の整備を実施することに法律的な縛りはないのか。区域指定が足かせになって次が進まないということになるのではないか。

●区域指定していなくとも、基礎調査で明らかになっている危険箇所のところは警戒避難体制の整備をしていくのになんら支障はない。
○それであれば、法律や区域指定への地元反対意見とは別に、どんどん警戒避難体制は進めていくべき。
●まさしく警戒避難体制だけであれば、基礎調査結果を照査し、その情報があればできるというのが事実。ただし、地価の下落などの理由等で反対をそのまま受け入れた場合は、法の効力が発生しないまま、警戒避難体制だけを整備するのは可能だが、特別警戒区域に対する法の縛りがないので、「凌ぐ施策」が構築できないことが一番、われわれ行政としての悩み。
○非常に法律的な言い方だが、知事が指定すると決めたら、市町村も住民も反対しようとも指定はできる。住民が反対しているからというのは少なくとも法的な理由にならない。

極端なことを言ってしまうと日本の行政の特徴だと思っているのだが、処分ができる、その禁止なり命令なりの処分ができる条件が全て整っているにも関わらず、その行政指導でダラダラ処分をせずに自発的な是正を行ってもらうのを待っているのとすごく似ていて、区域指定できるんだったら、指定すべきというのが率直な意見。

●反対を押し切って区域指定することで生じる地域との軋轢を過度に恐れすぎていたところがある。法律上も全く守れている話で、やはり真実としてそのことしっかりと伝えないといけないのに、そのことに対する努力が相当足りなかった。
○区域指定への反対理由とその背景を詳しく分析することが、今後事業を進めていく上で大事。
○基礎調査済み箇所で指定対象外だったというところは、どういう理由で指定対象外になったのか。
●机上調査では砂防基盤図の情報から基礎調査対象箇所を抽出。実際、現地測量の結果、「地形的要件がない」、「開発等により地形要件が変化」又は「開発申請がでているところで地形要件がなくなった」等が大きな要因。
　理由毎にどれぐらいあるかを分析しておく。
○今後の指定方針（案）には、府の土砂災害対策についての憲法が必要であり、府民の命を守るために何をすべきかを記載。10年間で区域指定を完了させる必然性を記載しなければならない。財政的な理由だけではないという理由があってしかるべき。
○特にソフト対策については早期に体制を立案たてて実行していくというスタンスが必要。整理していただきたい。
□地元や市町村の意見に左右されることなく、区域指定を進めると、指定後の警戒避難体制を整備に際して、地元の協力が得られない。
　また、区域指定をすると土地評価額がさがることに納得がいかないとの意見があり、理解いただくのは困難。
○警戒避難体制の整備は自分たちの命を守るためにある。それに協力しないというのは非常に違和感がある。

●土砂災害対策は市町村と一緒にスクラムを組みながら実施していく。

○実際、がけ崩れとか土石流というのは、ほんとに自然現象的なもので、言ってみれば崖の高さとか勾配とか、客観的な指標で決めれば良い。本来の警戒避難体制の整備やハザードマップの作成は客観的な指標でやらないと意味がない。
○昔は不動産市場が限定されていたが、現在は不動産市場が全国化し、知らない土地を買うという状況が当たり前になってきているなかで、地価が下がるから区域指定に反対するという発想は、その土地がもっているリスクを買い手には開示しないで売り抜けようという発想。
土地に付着しているリスクを公が開示することによって、より健全な不動産マーケットを作るとの発想から、危険を開示していくのが求められる。
○土砂災害防止法制定の契機となった広島の災害では、開発業者が山裾を住宅開発し、土石流危険渓流だと知らずに買った方が亡くなった。この法律は、土地に対し安全安心面から正当な評価をする意味がある。
□住宅開発の際に、擁壁や法枠工等の構造物を設置し、開発許可を受けている箇所で、年月を経て危険な箇所との区域指定されることに、違和感を感じている地元もある。
(3)警戒避難体制の整備について
○土砂災害の発生予測つまり土砂災害警戒情報は精度が低いのだから、ハザードマップを作成・配布しても住民だってあてにならんと思っている。そこをスタート点にするということが非常に大事。

土砂災害に関して、いつ、どこに避難すべきかを全部行政が指定をしていくというスタンスはもう破棄し、様々な情報を提供し、垂直避難等選択肢を増やしていく。
いつ避難したらいいかとか、どこまで逃げれば安全かとか、答えを提示できるわけがないというのを前提に、ソフト対策のアプローチをやっていかないと、大前提の自主的に考えていただくことが結局実現できないのではないか。
○ハザードマップは作る側はいろいろな情報を記載したがるが、情報が増えれば増えるほど情報が消えていくイメージがある。幅広い年齢層に対して、どのようなものが最適なのかを議論して作っていくことが大事。
○ハザードマップは、そこに住んでいる人にとっては、自分の家がどうなっているかというのをみるだけで、ポイントポイントの情報がほしいだけで、全貌がどうなっているかなんて普通の方は興味ないと思う。
津波の事例だが、この場所までかつて波が来た等を現場の電柱に表示しており、初めて行った人も分かる仕組みがある。特に土砂災害というのは局所的なものについては、地図だけに頼らない情報発信というか、特に現場を重視した情報発信が大事かと思う。

●ハザードマップは、配布してところで終わっていることが一番問題と認識。ハザードマップを見ることによって府民一人ひとりが何らかのイメージをし、イメージすることが次の行動に移るような努力が不足していた。そこで、ひとつの方法としてハザードマップの作成段階から住民に出来るだけ参画していただき、イメージしていくような形で作成すると、作成できた瞬間に頭の中に入る。

また、現場での表示やハザードマップに関しても、必ずしもそこから外に出たら絶対安全ということはないと、必ずしも１００％はないということを合わせてお伝えする必要があると認識。

○ハザードマップ作成の課題で人員的な問題に対して、どういう風な取り組み方針があるのか。
●住民参加のハザードマップ作成には、地域住民と協働して、相当手間がかかっています。大阪府域、全地区で実施はとてもできないと考えている。そこで、まずは各市町村にひとつずつでもモデル的作成し、実際に作った府民の力を借りてそれを広めていくような体制を構築していく必要がある。
○土砂災害ハザードマップを完璧に信じて、危険なところはここ、他は大丈夫だと理解しないような表現の仕方や配布の仕方が必要。様々な仮定があり、問題もあることを認識させ、普段から自分家の裏山の様子を見て、現状の変化等に注意を払ってもらうような利用が大事。
○地区版のハザードマップの作成が遅れている理由に、財政的問題があるが、いいものを作りすぎているのではないかなと思う。100％安全ではないことを認識させた上で、客観的な指標だけでマップにすれば作成できるのではないか。
●地区版のハザードマップの作成が進んでいない理由、これは大阪府の認識、市町村の認識が薄かった。基礎調査をすればベースとなる図面はできるので、後はそこに避難ルートや避難所という情報を加えれば簡単に出来ると思う。また、地域の防災リーダーの育成を市町村と協力して推進していきたい。
●小学生等への防災教育については、教育委員会と連携して進めて行く。来年度以降、教育委員会では各学校に防災教員を配置検討をしており、防災について、教員の教育についても支援していきたい。
○市町村長は防災について、非常に重たい責任がある。住民への防災教育だけではなく、市町村長へ十分に説明し、自覚していただき、意思表示をしてもらうことが必要。
●府民のみならず、市町村長にもしっかりと理解していただく努力がまだまだ不十分。
●避難勧告の発令について、市町村長が判断基準をどのように捉えているのか、本委員会を通じて発令基準について深めて行きたい。
○前兆現象で判断するというのがあるが、前兆現象がなくても崩れる事例はたくさん存在。降雨量により判断するのが分かり易い。
○避難勧告の発令基準を一定にするのは疑問。災害時要援護者等は避難に時間もかかるので、考慮する必要あり。

○土砂災害は降雨により発生することが多いが、降雨により洪水災害等の発生も考えられる。ある程度複合的な災害を含めてハザードマップを作成することが必要。
○避難勧告は、空振りしたら非難されるし、出さずに被害を受けると非難される。実際のところ、客観的な基準で判断することはなかなか割り切れないと思う。
□避難勧告イコール避難所の開設となり、勧告の数時間前には職員を招集する必要があり、非常に人員を要するため、避難所を集約。

また、市長からの指示により、昨年７月から広報誌に毎回、防災の情報掲載したところ、市民からハザードマップの要求があるなどの反応があった。
●避難する住民のことを考えると避難所が近くにあったほうがいい。市町村職員に人員的問題があるならば、自主防災組織などの地元に鍵を預けておいて地元で開けていただく運営していくことなどを検討する必要がある。

○一時避難（垂直避難や近所の公民館等への避難）の観点から、自治会等の活用を検討。
平成24年1月26日（木）


第4回「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会
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